
平成２８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １５ 府 省 庁 名  経済産業省       

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 

ガス供給業に係る大口需要向けの託送料金を控除する収入割の特例措置の延長及びガス事業法改正に伴う所

要の税制措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

ガス供給業の法人事業税の課税標準となる収入金額から、自由化対象需要（大口需要）に応ずるガスの

供給に係る収入金額のうち託送料相当額を控除する。  

 

・特例措置の内容 

①上記の収入金額の算定に当たって自由化対象需要家にガスを供給するために必要な託送料金に相当する

金額を控除する制度の適用期限を延長する。 

 ②ガスシステム改革のためのガス事業法改正における事業類型の見直し等に伴う関連税制の所要の整備。

 

 

関係条文 

地方税法 附則第９条第１０項、 地方税法施行令附則第６条の２第３項、  

地方法人特別税等に関する暫定措置法第２条 

減収 

見込額 

［初年度］  －  （▲４９．３ ）  ［平年度］  － （▲４９．３ ） 

［改正増減収額］                              （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

ガスの自由化市場の公平な競争環境を整備すること、課税の公平性を確保すること。 

 

（２）施策の必要性  

①延長 

平成１９年度のガス事業制度改正により、自由化対象需要家は年間ガス使用量１０万ｍ3以上に拡大

され、新たに中規模の工業用、商業用需要が自由化対象となった。これらにガスを供給する新規参入者

は、自前の導管を持たない場合は託送料金を一般ガス事業者等に支払いその導管によりガスを供給し、

自由化対象需要家から託送料金も含め一括して料金を回収している。 

新規参入を促すためには、新規参入者のうち収入金課税が適用されるガス供給業者において、一般ガ

ス事業者等との競争参加者間で競争上の不利が生じないよう、課税標準の算定に当たって、一つの課税

客体（ガス）に重複した課税となる状況を回避し既存事業者とイコールフッティングとなるように、自

由化対象需要家向け託送料金相当額を控除することが必要である。 

②ガス事業法改正関連 

小売の全面自由化、導管による供給インフラのアクセス向上と整備促進などのガスシステム改革を行

うための改正ガス事業法が本年６月に成立したところである。当該改正法では、小売の全面自由化によ

り新規参入を促すとともに事業類型の見直し等を行うこととされており、地方税法等の関連する税制に

ついても所要の整備をする必要がある。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

－ 

担当者等

(連絡先) 

担当課：資源エネルギー庁 電力・ガス事業部ガス市場整備課 

（課長） 藤本武士   （課長補佐）石井大貴   （担当）土居久記 

電話：（代表）03－3501 －1511  （内線）4751～4756 （直通）03－3501 －2963 （FAX）03－3580 －8541  

担当ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： doi-hisanori@meti.go.jp  
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

５．エネルギー・環境 

 ５－３ 電力・ガス 

【背景となる閣議決定】「エネルギー基本計画（平成26年4月11日閣議決定）」 

第３章 第６節 市場の垣根を外していく供給構造改革等の推進 

２．ガスシステム及び熱供給システム改革の推進 

（１）低廉かつ安定的な供給を実現するガスシステムの構築に向けた改革 

 

政策の 

達成目標 

効率的かつ安定的なガス供給を実現するため、経営の効率化による料金の低廉化、事業機会

の提供を通じた事業者間の競争の活性化及び新規参入者による需要家向け市場への参入の促進

を図る。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

３年間 

①平成２８年４月１日～改正ガス事業法施行日の前日 

②改正ガス事業法施行日～平成３１年３月３１日 

同上の期間中

の達成目標 

ガスの自由化市場の公平な競争環境を整備すること、課税の公平性を確保すること。 

政策目標の 

達成状況 

ガスの自由化市場の公平な競争環境の整備及び課税の公平性の確保がなされている。 

○託送量の推移 （百万メガジュール） 

  平成２０年度：50,306   （実 績）  平成２５年度：67,437  （実 績）      

   〃２１ 〃 ：57,706   （ 〃 ）   〃２６ 〃 ：62,644  （ 〃 ）      

〃２２ 〃 ：63,870   （ 〃 ）   〃２７ 〃 ：65,627  （見込み）      

   〃２３ 〃 ：77,557   （ 〃 ）   〃２８ 〃 ：73,306  （ 〃 ）      

〃２４ 〃 ：59,854    （ 〃 ）  

○全大口供給量のうち、一般ガス事業者以外の者による大口供給量の占める割合は１２％、 

大口供給量が総ガス販売量に占める割合は６２％（平成２５年度）  

○大口供給：年間契約量１０万ｍ3以上のもの  ※託送量は各社の販売計画に基づき算出 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

ガス導管事業者（電気事業者等）等５社（２８年度見込み） 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

本特例措置は、同一のガスに重複した課税を排除して新規参入者の競争条件を同一とするも

のであり、新規参入を促すためには有効である。現在、パイプライン等ガス供給インフラが着

実に進んでいるところであり、本措置により導管網への公平なアクセスを確保することで、今

後も様々な新規参入が見込まれる。 

また、新規参入の促進により競争を通じたガス事業者のコスト削減や大口需要家の増加など

自由化市場において競争の進展による選択肢の拡大や価格の低下が期待できる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

関連する措置はない。 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

関連する措置はない。 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

－ 

要望の措置の 

妥当性 

新規参入者の公平なコスト環境の下での競争を実現するために、税制の原則（二重課税の排

除）によりガス事業者間の課税の公平性を図り、もって公平なコスト環境の下での競争を実現

する効果が期待できる。課税環境の問題を二重課税の問題として取り扱うか否かにかかわらず、

競争を活性化させる観点から、政策上、税制による特例措置を講ずることが適切。なお、収入

金課税が適用されている電気供給業においても同一趣旨の特例措置が講ぜられている。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

○事業者数 

  ガス導管事業者（電気事業者等）４社 及び大口ガス事業者１社（平成２７年度実績） 

○減税額（百万円） 

 平成２０年度： ４１．７ （実 績） 

  〃 ２１ 〃 ： ３７．４ （ 〃 ） 

〃 ２２ 〃 ： ４０．３ （ 〃 ） 

  〃 ２３ 〃 ： ４２．６ （ 〃  ） 

  〃 ２４ 〃 ： ３９．７ （ 〃 ） 

  〃 ２５ 〃 ： ３９．６ （  〃 ） 

  〃 ２６ 〃 ： ３９．９ （ 〃 ） 

  〃 ２７ 〃 ： ４３．４ （見込み）  

  〃 ２８ 〃 ： ４９．３ （ 〃 ）  

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

適用総額の種類   ： 課税標準（収入金額） 

適用総額（千円） ： 5,342,381  ※（25年度） 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

課税標準の算定に当たり、「自由化対象需要家向けのガス託送料金相当額」を収入金額から控

除することは課税の公平性の観点から、施策の適正な執行を図るものであり妥当なもの。 

ガス供給業において、課税の公平性を確保するとともに、ガスの大口需要家向け市場におい

て新規参入者間の競争を活性化させる観点から、新規参加者に事業機会を提供するもので、自

由化市場の発展に寄与している。 

前回要望時の 

達成目標 

ガスの自由化市場の公平な競争環境を整備すること、課税の公平性を確保すること。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

－ 

 

 

これまでの要望経緯 

平成２０年度 創設 

平成２２年度 ３年間延長 

平成２５年度 ３年間延長 
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